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「アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針」（厚生労働省）にお

いて、「国は、地方公共団体に対して市町村保健センター等で実施する両

親学級や乳幼児健康診査等の母子保健事業の機会を捉え、妊婦や乳幼児の

保護者等に対する適切な保健指導や医療機関への受診勧奨等、適切な情報

提供を実施するよう求める」とされている。令和8年度に指針が再改正さ

れることから、保健指導に携わる専門職が持つ知識や自治体の取り組みへ

の認識を明らかにし、施策の充実に生かす

目 的



方 法 

結 果

令和7年12月にアレルギーを考える母の会が行ったオンライン研修会（後援：厚生労働省、文部科学省、
こども家庭庁）を当日視聴した参加者のうち、自治体に勤務し保健指導に関連する業務に従事してい
る保健師、管理栄養士、栄養士、看護師、助産師を対象にアンケートを行った
（アンケート監修：国立成育医療研究センター・アレルギーセンター長 福家辰樹先生）

自治体に勤務し保健指導に関連する業務に従事している保健師、管理栄養士、栄養士、看護師、助産
師 257人が回答した（当日視聴者の職種別内訳を把握することが困難なため回答率は不明）

（令和7年度 アレルギーを考える母の会主催 オンライン研修会）
第１回 12月 ５日(金) 講師：昭和医科大学医学部小児科学講座教授 今井孝成先生
第２回 12月11日(木) 講師：藤田医科大学総合アレルギーセンター長 矢上晶子先生
第３回 12月16日(火) 講師：さいわいこどもクリニック 古川真弓先生、会事務局長

テーマ 当日参加者数 アーカイブ配信視聴数（1月）
第１回 学校・保育所の対応 840人 2382回
第２回 移行期、両立支援 463人     873回
第３回 保健指導、災害時の対応 707人           1206回
 合計      2010人  4461回
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【質問】母子保健に関連する業務の中で、
保護者から子どものアレルギー疾患に関す
る相談を受けることがありますか

【質問】5年くらいのうちに、アレルギー疾患
で深く悩んでいる親子、症状がコントロールで
きていない親子に出会ったことがありますか
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【質問】保護者から受ける子どものアレルギー疾患の相談は、どの
疾患に関係していることが多いですか（複数回答）

n=257
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【質問】ご自身は保護者からの相談に答え
られるアレルギーの知識を持っていますか

【質問】勤務する自治体は、母子保健に
関する事業の中でアレルギー疾患に取り
組んでいると思いますか
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取り組みのための予算

アレルギーに関して保健師・栄養士等の専門職が相談できる窓口

保護者向けの教室を行うためのツール（スライドや動画など）

アレルギーに関する取り組み実践例・事例集など

アレルギーに関して紹介出来る専門医療施設の情報

アレルギーの知識を深める機会(研修会など)

アレルギーの専門的な知識がある人材

地域保健や母子保健に関連する自治体の指針等への取り組みの明記

アレルギー情報サイトの普及

n=257

【質問】母子保健に関する事業の中でアレルギー疾患に取り組むため
にどのような支援やツール、制度が必要ですか（複数回答）



まとめ

岩手県釜石市子ども課と連携して行ったアレルギーの
「保健指導」の試み（平成30年12月8日）

・母子保健に携わる保健師、栄養士など自治体の専門
職の86％がアレルギー疾患に関する相談を受け、
44％が「深く悩んでいる親子、症状がコントロール
できていない親子」に出会った経験があった

・「保護者からの相談に答えられるアレルギーの知識
を持つ」と回答した専門職は７％にとどまり、42％
は「知識が足りない」と回答した。自治体の取り組
みが「積極的」「どちらかといえば」取り組んでい
ると考える専門職は51％だった

・専門職への必要な支援やツール、制度では「地域保
健や母子保健に関連する自治体の指針等への取り組
みの明記」が、令和3年度に行った同内容の調査結果
37％から53％に増えていた

・乳幼児期の保健指導の推進へ、専門職への情報提供
や研修機会の充実、自治体の指針等への取り組みの
明記などを進める必要がある

写 真
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